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概要 
 OPEC とロシアなど OPEC 非加盟の産油国から成る「OPEC プラス」は、2023 年 6 月閣僚級会合で、2016 年

12月から続く協力体制の継続と、2024年の生産割当の調整で合意した。 
 会合後、サウジアラビアは、4月に複数の加盟国が発表した自主減産の 2024年末までの延長と、サウジアラビア単

独での 2023年 7月の日量 100万バレル減産も発表。サウジの単独減産は必要に応じ期間を延長する。 
 市況低迷が続く中、油価下支えに向けた OPEC プラスとしての結束を示したことは、短期的に相場の下支えとなる。

生産能力が温存されることは、供給障害発生時の価格高騰リスクをいくらか低減する。一方、原油価格が思うよう
に回復しない場合、石油収入に依存する加盟国にとって一層苦しい舵取りとなる。 

 
サプライズ減産後も続く市況低迷 

OPECプラスは 6月 4日（日）、第 35回定例閣僚級会合を開催した。OPEC本部のあるウイーンでの対面会合は、
日量 200万バレルの生産枠削減を決定した 2022年 10月会合以来となる。 

 
原油相場は、上記追加減産が開始した 2022年 11月以降も、高インフレ・欧米利上げに伴う景気減速や中国経済の

弱含み、ロシア・イランや非 OPEC の増産などを背景に軟調に推移している。2023 年 3 月半ばには、米国地銀の連鎖破
綻をきっかけに一時はブレントで 1 バレル 70 ドルに迫る下げとなり、その後も 80 ドル割れでの推移が続いたことから、OPEC
プラスは 4月 2日（日）、隔月の合同閣僚監視委員会（JMMC）前日という異例のタイミングで 2023年 5月からの自
主的追加減産を発表するサプライズを起こした。それでも、原油相場は翌 4 月 3 日に前週終値から約 6 ドル高く寄り付い
たあとは伸び悩み、次第に下げに転じて、5月はサプライズ減産発表以前の安値圏での取引が続いていた。 

 
今回の閣僚級会合は、油価下支えのため何らかの新たな措置が講じられるかどうかが、注目を集めた。まだ自主減産が
開始してわずか 1 か月で、季節的にもこれから需要増加が予想されることもあり、6 月会合では生産計画の変更なしという
見方も多かった。他方で、5 月下旬、サウジアラビアのアブドルアジ
ズ・エネルギー相が「投機筋は痛い目を見るだろう」と警告したり、
「国際エネルギー機関（IEA）の予測はミスリーディングだ」と批判し
たり、欧米メディア 3 社をウイーン会合に招待しなかったことが明らか
になったりなど、神経質さも伝わってきていた。また、経済制裁下に
あっても原油の大幅値引きによりアジアで市場シェアを獲得するロシ
ア、以前から生産割当拡大を求めている UAE などとサウジとのあつ
れきも一部で報じられていた。 

 
実際、今回の会合では、6 月 3日からの事前協議も含め、2 日

間にわたり激しい議論や交渉が行われたようだ。 
 
協調体制の継続、2024年生産割当の修正 
第 35 回 OPEC プラス閣僚級会合後の声明はおおむね以下の内容だ。新たな決定は②で、現行の協調減産期限を

2023年末までから 2024年末までに延長するとともに、足元の生産能力を反映して 2024年の生産割当を調整する。 
①  2016年 12月 10日付協力宣言（DoC）、2019年 7月 2日付協力憲章など、協力体制の枠組み再確認。 
②  2024年 1月 1日から 12月 31日まで、DoC参加国の原油生産水準を日量 4,046万バレルに調整。生産割 

  当は別表の通り。 
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③  合同閣僚監視委員会（JMMC）及びメンバーのマンデートを再確認し、延長。JMMCは 2 か月ごとに開催。 
④  OPEC および非 OPEC閣僚会議（ONOMM）は通常の OPEC定期会合に従い 6 か月ごとに開催。 
⑤  JMMC に対し、必要に応じ、市況に対処すべく追加会合開催、OPEC+閣僚会合を要請する権限を付与。 
⑥  協力宣言の順守状況は、「二次情報源の情報」に基づく産油量と OPEC加盟国に適用される方法論に基づき  

  モニタリングされることを再確認。 
⑦  生産割当遵守の重要性を強調。生産割当より超過生産した国は補償を行うことに合意。 
⑧  第 36回 OPEC+会合は 2023年 11月 26日（日）にウイーンで開催する。 
 
さらに、サウジアラビアのエネルギー省は、「石油市場の安定とバランスを支える目的で OPEC プラスが行っている予防的

措置を強化する」ためだとして、OPEC プラスとしての公式決定に加えて、別途以下についても発表している。 
⑨ 2023年 4月に一部の OPEC+諸国が発表した 2023年末までの自主削減を 2024年末まで延長。 
⑩ サウジアラビアは 7月に日量 100万バレルを追加で自主減産し、必要に応じて延長する。 
つまり、サウジアラビア・クウェート・イラク・UAE など 9 か国が 4 月に決定した「自主的減産」を、半ば正式なものとすること

と、ごく短期的にはサウジアラビアが単独で生産量を削減することを意味する。サウジアラビアの産油量は日量 900 万バレル
まで落ち込み、自主減産規模は同 150万バレルに達することとなる。 

 

 
 

新・生産割当 自主減産

Oct-22 Nov 2022~
Dec2023 Feb-23 Mar-23 Apr-23 Jan 2024~

Dec2024
May-23 -
Dec-24

アルジェリア 1,055 1,007 1,017 1,013 1,005 -2 1,007 -48
アンゴラ 1,525 1,455 1,072 1,006 1,085 -370 1,280 -
コンゴ 325 310 278 271 263 -47 276 -
赤道ギニア 127 121 61 47 59 -62 70 -
ガボン 186 177 196 202 205 28 177 -8
ナイジェリア 1,826 1,742 1,371 1,350 1,180 -562 1,380 -
イラク 4,651 4,431 4,368 4,342 4,139 -292 4,431 -211
クウェート 2,811 2,676 2,676 2,678 2,652 -24 2,676 -128
サウジアラビア 11,004 10,478 10,361 10,405 10,500 22 10,478 -500
UAE 3,179 3,019 3,046 3,038 3,028 9 3,219 -144
OPEC10 26,689 25,416 24,489 24,374 24,116 -1,300 24,994 -1,039
イラン（※） - - 2,574 2,582 2,630 - - -
リビア（※） - - 1,163 1,159 1,135 - - -
ベネズエラ（※） - - 690 700 724 - - -
OPEC13 28,924 28,797 28,605
アゼルバイジャン 717 684 530 510 510 -174 551 -
バーレーン 205 196 NA NA NA - 196 -
ブルネイ 102 97 NA NA NA - 83 -
カザフスタン 1,706 1,628 1,630 1,630 1,630 2 1,628 -78
マレーシア 594 567 NA NA NA - 401 -
メキシコ（適用外） 1,753 1,753 1,640 1,650 1,680 -73 1,753 -
オマーン 881 841 840 840 840 -1 841 -40
ロシア 11,004 10,478 9,870 9,600 9,600 -878 9,828 -500
スーダン 75 72 NA NA NA - 64 -
南スーダン 130 124 NA NA NA - 124 -
Non-OPEC 17,165 16,440 15,320 15,070 15,090 -1,350 15,469 -618

42,101 40,103 38,209 37,804 37,526 -2,577 38,710 -1,657
43,854 41,856 39,849 39,454 39,206 -2,650 40,463 -1,657

（※注：OPEC産油量はOPEC2023年5月月報掲載の二次ソースによる推定値。
　　　　　非OPEC産油量は推計値。）

（出所：OPECその他より住友商事グローバルリサーチ作成）
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なお、OPEC プラスの 2024 年生産割当表には、「2024 年 6 月末までに、全 OPEC プラス加盟国が 2025 年の生産

基準に使用する各国の生産能力を特定するため、独立情報ソース 3社（IHS、Wood Mackenzie、Rystad Energy）
による評価を受ける」「ロシアの生産量は今後修正される」といった注記がある。これについて補足する。 

 
OPEC プラスは 2020 年 3 月、新型コロナウイルスのパンデミックが発生して石油需要が「消失」した際、日量 970 万バ

レルの大規模減産で合意した。これが、現在も続く協調減産のベースとなっている。当時、サウジアラビアとロシアは「日量
1,100万バレル」、それ以外の国は「2018年 10月産油量」を減産基準（ベースライン）として、一律の減産率をかけ、全
体で計 970 万バレルの減産となるよう調整された。970 万、という中途半端な数字となったのは、全体で日量 1,000 万バ
レルの減産を目指したところ、生産縮小が続くメキシコが財政的に他国と同規模の減産を行う余裕がない、と主張したため。
サウジとロシアのみが異なるベースラインとなっているのは、減産を主張したサウジアラビアと、シェア維持のため減産に難色を
示したロシアが対立し、サウジなど湾岸産油国が「逆切れ増産」を行ったため、減産合意を早急にまとめるべく両者の生産割
当を同じくしたものだ。しかし、2020 年 3 月時点で生産能力を日量 400 万バレルにまで増強していた UAE にとっても、
「2018 年 10 月産油量（日量 317 万バレル）」からの減産は負担感が大きく、一時は UAE が不満を募らせて OPEC
脱退を検討しているとまで報道されていた。他方、投資不足や内乱などにより、現在の生産能力が OPEC プラスの定める
「生産割当」を下回っている国は、生産割当が増えてもそれをこなせず「目標未達」が続く。ロシアは戦争開始後、産油量に
関して公式発表を停止しており、民間予測による推定値もまちまちだが、制裁下にあってもロシアの原油生産・輸出量は高
水準を維持しているものとみられ、公約した自主減産を履行していない可能性がある。 

 
近年、米国と中東湾岸諸国、OPEC と IEA の関係に変化が生じる中で、OPEC プラスが一枚岩を演出する場面は何

度となく見られたが、実際のところ、財政事情、石油収入への依存度、現存の生産能力、脱炭素化に向けた戦略などによ
り、各国の減産に対する考え方には温度差がある。 

 
生産協定を更に長期間続けていくためには、2018-20 年以降の変化を反映し、各加盟国が納得できるよう、生産計画

を調整する必要がある。今回、2024 年生産割当を削られた 9 か国は、生産未達が続いていた国が大半で、より「実力」に
近い生産割当とすることで、減産順守率を高めることができる。しかし、生産能力回復を目指すアンゴラやナイジェリアなどは、
現状の生産能力を 2024 年生産枠に当てはめることに強く反発したとされる。また、今回の合意によりサウジアラビアとロシア
の生産割当は異なる水準となる。サウジアラビアは 2024 年までの減産延長をまとめるため、「アメとムチ」を使い（アブドルア
ジズ・エネルギー相は、実際、「Saudi’s Lollipop」という言葉を使っている）、単独での自主減産拡大を打ち出すとともに、
UAE の生産割当を日量 20 万バレルのみ拡大、9 か国については割当削減の合意を取り付け、現在の生産能力の評価
については外部調査会社の数値を参照することで納得させたものとみられる。 

 
今後の注目点 
 今回の決定による原油需給や相場への影響は、はっきりしない。ブレント原油価格は 3 月以降、3 度にわたり 1 バレル 70
ドル割れを回避しており、市場では、年央以降は需給改善に伴い相場は上向くという見方が多い。OPEC プラス加盟国の

7.0

8.0

9.0

10.0

11.0

12.0

13.0

2010 2012 2014 2016 2018 2020 2022

（百万バレル／日）

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

2010 2012 2014 2016 2018 2020 2022

（百万バレル／日）

（出所：各種資料より住友商事グローバルリサーチ作成）
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多くは、依然として財政収入の大きな部分を石油に頼っており、例えば IMF の 2023 年 5 月の資料ではサウジアラビアの財
政均衡に必要な油価は 1 バレル 80 ドル超えと想定されていることから、原油価格の低迷が続けば自主減産が長期化する
可能性もある。ただ、足元で原油需給ひっ迫の兆候は乏しく、今回はサウジアラビア以外については「現状維持」で、2024年
の生産割当は現状の生産能力を反映して修正される可能性があること、UAE は増産となることなどから、会合後の相場の
反応も 4月の減産発表時に比べ落ち着いている。たとえ先高観はあっても、高金利で在庫保有コストもバカにならない。 

 
 
米国は今回の OPEC プラスの決定について、「米国政府が注目しているのは原油生産量ではなく消費者にとっての価格

だ」とコメントしたと報じられている。2022年には、原油価格以上に石油製品価格が値上がりし、米国でもガソリン・ディーゼル
価格は記録的高値での取引となったが、これは精製ボトルネックに起因するクラック（精製）マージンの高騰も大きな要因だ。
西側での製油所閉鎖とコロナ禍での新規プロジェクト遅延などにより、2021 年に世界の石油精製能力は 30 年ぶりの前年
割れとなり、2021-22 年は石油需要の伸びに精製が追い付けずに、石油製品の価格は原油以上に値上がりした。しかし
2023-24 年は遅延していた分も含め、世界で製油所新設と既存製油所の拡張が多く予定され、既にクラックマージンは
2022 年の高値から大きく下げている。つまり、クラック低下は需要低迷だけが理由ではないはずだが、市場のセンチメントを損
ねる要因とはなっている。また、ガソリンとディーゼルとで異なる動きになっていることも、方向感を捉えづらくしている。 
 

 
 
中国の 2023 年 1-3 月の原油輸入・石油精製量は年初から高水準で、需要回復期待を高めた。しかしこれも、経済再

開に備えた国内燃料在庫の積み増しだけでなく、クラックマージン高騰を利用した第 1 回燃料輸出割当の増枠（輸出増加）
も一因で、原油輸入・処理量の伸びが示すほど内需は伸びていない可能性がある。ロシア・イラン・ベネズエラなど、西側の制
裁対象国からの安価な原油供給は増えており、景気低迷が続く中国が製油所の稼働維持のために燃料輸出を高水準に
保つ可能性もあるが、インドや中東からの製品輸出も増えており、ロシアも新たな販路を開拓して精製量を維持していること

平均
（2000-19）

2020 2021 2022 2023F 2024F

アルジェリア 102.1 89.6 111.4 85.7 112.4 111.9
アゼルバイジャン 51.9 66.3 57.9 63.6 77.0 78.2
バーレーン 83.2 113.7 134.8 133.6 126.2 129.1
イラン 85.6 546.5 259.4 278.3 351.7 375.4
イラク 75.8 56.6 53.3 66.3 75.8 76.4
カザフスタン ... 192.1 183.5 95.5 99.8 83.9
クウェート 46.8 76.2 62.4 63.2 70.7 66.3
リビア 71.7 141.7 52.0 85.1 64.4 62.2
オマーン 69.1 86.4 76.7 62.1 72.2 66.4
カタール 45.1 49.3 46.5 44.7 44.8 41.5
サウジアラビア 80.4 76.3 83.6 85.8 80.9 75.1
トルクメニスタン ... 40.5 32.3 37.3 38.1 40.0
UAE 49.9 51.7 53.1 55.1 55.6 54.8
（出所：IMF「Regional Economic Outlook : Middle East & Central Asia」 2023/5 より住友商事グローバルリサーチ作成）
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中国原油輸入＆石油精製処理
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から、需要が追い付けなければ他地域の精製量が減ることになりうる。IEA は 5 月月報で、「2023 年下期の原油需給ひっ
迫」を強く押し出す一方で、「精製能力の東方シフト、安い原油を使える精製業者の記録的な精製量と、ロシア製品の輸出、
世界的なディーゼル需要低迷、クラックマージン低下、23 年後半の欧米での精製量低下見通し」についてもコメントしている。 

 
原油需給がひっ迫し、価格が高騰した場合、OPEC プラスは減産を緩和して供給を増やすことが可能だ。他方で、世界

経済が想定以上に悪化するなどで原油価格の低迷が長引く場合は複雑で、今回の単独減産で「一人負け」となるサウジア
ラビアが更なる減産を飲むのか、今回も新たな減産を行わなかった他の加盟国が追加削減を行うのか、といった疑問にいきあ
たる。米国の 2023 年 3 月産油量は日量 1,269.6 万バレルと 2020 年 3 月以来の高水準で、米国からの原油輸出も日
量 480 万バレルと過去最高を記録したが、足元で掘削リグ数は急減しており、今後、生産の伸びが鈍ることが想定される。
2024 年大統領選が近づくバイデン政権が以前の計画通り、備蓄補充を行って油価を支え、生産者支援に動くかどうかなど、
不確定要素はあまりに多い。 
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